
　

第19期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

　
　

会社の新株予約権等に関する事項
会 計 監 査 人 に 関 す る 事 項
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表
（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

　

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、当社ホームページ
(https://www.mixi.co.jp)に掲載することにより株主の皆様に提供しております。

　
　
　

株式会社ミクシィ
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会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度末日に当社役員が保有する新株予約権等の状況

名称 第13回新株予約権 第14回新株予約権
決議年月日 平成28年８月５日 平成29年８月８日

区分及び保有者数 取締役３名
（社外取締役を除く）

取締役４名
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 1,338個 955個

目的となる株式の種類及び数 普通株式 133,800株
（注）１

普通株式 95,500株
（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 １円 １円
新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格 1,898円 3,944円

新株予約権の行使期間 自 平成28年８月30日
至 平成58年８月29日

自 平成29年８月30日
至 平成59年８月29日

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

（注）１．当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調
整し、調整後に生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が新株予約権発行後、合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」とい
う。）を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他付与株式数の調整を必要とする場合には、当社
は、合理的な範囲で付与株式数を調整することができる。
なお、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な
事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）
に公告又は通知する。ただし、当該適用日の前日までに公告又は通知を行うことができない場合には、
以後速やかに公告又は通知するものとする。

３．(1) 新株予約権者は、上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間内において、当社の取締役の
地位を喪失した日（ただし、下記（2）①ただし書きにて募集新株予約権の行使が認められる場
合は、当社の監査役、執行役員、従業員又は当社子会社の取締役、監査役、執行役員、従業員の
地位のいずれの地位をも喪失した日）の翌日以降10日間に限り、募集新株予約権を行使すること
ができる。

（2) 前号に関わらず、以下の事由に該当する場合には、新株予約権者は、募集新株予約権を行使する
ことができないものとする。
① 新株予約権者の当社の取締役の在任期間が３年未満であるとき。ただし、当社の取締役の地位
の喪失後、当社の監査役、執行役員、従業員又は当社子会社の取締役、監査役、執行役員、従
業員の地位にある場合で、当社取締役会が募集新株予約権の行使を認めた場合は除く。

② 新株予約権者が、当社若しくは当社子会社の取締役、監査役を解任された場合又は当社若しく
は当社子会社の従業員（執行役員である場合を含む。）として懲戒解雇、諭旨退職又はそれと
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同等の処分を受けた場合
③ 新株予約権者が、会社法第331条第１項第３号又は第４号に該当した場合
④ 新株予約権者が、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権総数引受契約書」に違反
した場合、又は、当社との間の信頼関係を著しく損なう行為を行ったと当社の取締役会が認め
た場合

⑤ 新株予約権者が、書面により募集新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合
（3) 新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合、その者の相続人は、被相続人たる新株予約権者が

前号のいずれかの事由に該当していないことを条件として、第１号の定めにかかわらず、当該被
相続人が死亡した日の翌日から３ヶ月を経過する日までの間に限り、募集新株予約権を行使する
ことができるものとする。

（4) 新株予約権者が募集新株予約権を行使する場合は、保有する全ての募集新株予約権を一括して行
使するものとする。

（5) その他の行使の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権総数引受契
約書」に定めるところによる。

　
（2）当事業年度中に当社使用人等に交付した新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ
　
（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 34百万円
当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 34百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の報酬の額を明確に区
分しておらず、実質的にも区分出来ませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　 ２．監査役会は、過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂
行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399
条第１項の同意を行っております。

　
（3）非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務を委託しておりません。
　

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると総合的に判断した場合は、会
計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に
提出いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役
は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたしま
す。

　
（5）責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
　

― 3 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月23日 15時01分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（業務の適正を確保するための体制）
当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正
を確保するための体制に関し、平成30年5月10日開催の取締役会において、内部統制システムに関する基本
方針の見直しを行いました。その概要は、以下のとおりであります。

（1）当社及び当社子会社（以下、当社グループという。）の取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制

① 当社グループでは、「倫理規程」においてコンプライアンスの重要性を掲げるとともに、その内容を情報シ
ステムや教育等を通じて全役職員に周知、徹底する。

② 当社グループでは、業務プロセスや社内規程の整備、内部監査室による評価・監視体制の強化により、取
締役及び従業員の職務執行の適正に努める。

③ 法令及び定款違反等の行為に対する牽制機能として内部通報制度を制定し、不祥事の未然防止を図るとと
もに、反社会的勢力排除に向けた体制整備を行う。

④ 当社グループでは、法令・定款違反等の行為が発生した場合又はそのおそれが発生した場合には、迅速に
情報を把握し、その対処に努める。

（2）当社グループの取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社グループでは、情報管理に関する規程を整備し、重要文書の特定や保管形態の明確化により、個人情報
及び重要な営業秘密、取締役の職務の執行に係る情報を適切かつ安全に保存・管理する体制を構築する。

（3）当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社グループを取り巻く様々なリスクを把握、管理するための規程を整備し、リスク管理に必要な体制の整
備・強化を行う。リスクマネジメント推進体制の最高責任者として取締役社長を位置づけるほか、その補佐機
関として統括管理本部長を責任者とする「内部統制委員会」を設置し、当社グループが行う事業に関連するリ
スクを把握、評価し、その低減に努めるとともに、有事が発生した場合には、迅速かつ適切に対応する。

（4）当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 当社グループでは、担当職務内容及び職務権限を明確にするため、職務分掌及び職務権限に関する規程を
整備するほか、グループ共通の情報共有システムの導入等、当社グループの取締役の職務執行の効率性を
確保するよう努める。

② 現在及び将来の事業環境を踏まえ各事業年度において予算を作成し、当社グループの目標を設定する。当
社各部門及び各グループ会社においては、その目標達成に向けて各種施策を実行する。また、毎月の当社
グループ全体の予算実績を当社取締役会において報告し、当社各部門及び各グループ会社の目標達成状況
を検証する。
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（5）当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
① 当社は、グループ会社の管理を行う部門を設置し、グループ会社管理規程に基づき、グループ会社の事業
の進捗状況及び取締役等の職務執行状況のモニタリングを行う。

② 当社は、当社取締役社長をはじめとした各取締役及び各執行役員が出席する定例会議を開催し、各グルー
プ会社より事業の状況に関する報告を受けるとともに、重要事項について必要がある場合には適切な指
導・助言を行う。

③ 当社内部監査室は、内部監査規程に基づき、法令、定款及び社内規程等への適合性の観点等から、グルー
プ会社の内部監査を実施する。

（6）当社監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項
当社は、監査役の職務を補助するため、監査役又は監査役会の求めに応じて、監査役の職務を補助する部門

（以下「監査役室」という。）を設置し、監査役を補助すべき従業員を配置する。監査役は当該従業員に対して
監査に必要な事項を指示することができる。

（7）当社監査役の職務を補助すべき従業員の当社取締役からの独立性に関する事項及び同従業員に対する当社監
査役の指示の実効性の確保に関する事項

① 監査役の職務を補助すべき従業員は、当該業務を行うにあたっては、監査役の指示のみに従うものとし、
取締役及び従業員の指示を受けない 。

② 監査役の職務を補助すべき従業員の任命、人事考課及び異動については、監査役会の意見を聴取し決定す
るものとする。

（8）当社取締役及び従業員が当社監査役に報告をするための体制
① 監査役は、取締役会や経営会議等の重要な会議に出席し、取締役及び従業員から説明を受けることができ
るものとする。

② 監査役は、重要な書類その他の書類を閲覧し、必要に応じて取締役及び従業員に説明を求めることができ
るものとする。

③ 取締役及び従業員は、会社の経営又は業績に重大な影響を及ぼすおそれのある事実については、直ちに監
査役に報告しなければならないものとする。

（9）当社グループの取締役、監査役等及び従業員またはこれらの者から報告を受けた者が当社監査役に報告をす
るための体制
当社グループでは、内部通報制度を通じ、各グループ会社の取締役及び従業員が当社監査役に報告をする手
段を設ける。また、監査役以外の内部通報を受けた者は適時かつ適切に当社監査役に報告する。

(10）（８）及び（９）の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す
るための体制
当社グループでは、当社監査役に対する当社グループの取締役及び従業員からの通報については、法令また
は内部通報制度等に従い通報内容を秘密として保持するとともに、通報者に対する不利益な取扱いを禁止す
る。

　

(11）当社監査役の職務の執行について生ずる費用の処理に係る方針に関する事項
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当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求を
したときは、職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応じる。また、監査役が職務
執行に必要があると判断した場合、弁護士、弁理士、公認会計士、税理士その他の社外の専門家に意見・アド
バイスを依頼するなど必要な監査費用を認める。

(12）その他当社監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 当社グループの取締役及び従業員は、監査役の監査に対する理解を深め、監査体制の実効性を確保するべ
く、監査役の監査に協力する。

② 監査役は、取締役、会計監査人と定期的に意見交換を行うとともに内部監査室と連携し、効果的な監査を
行う。

③ 当社グループでは、監査役と会計監査人との意見及び情報の交換、監査役からの求めに応じ、当社の代表
取締役、取締役、及び執行役員へのヒアリング、社外取締役との連絡会、執行役員、子会社の代表取締役
等との定期的なミーティングの機会を確保するなど、監査が実効的に行われる体制を整備する。

　
（業務の適正を確保するための体制の運用状況）
当社は、これまで「内部統制システムの構築に関する基本方針」を定め、当社グループの業務の適正の確保
に努めてまいりました。
　しかしながら、当事業年度において、当社の子会社である株式会社フンザが運営する「チケットキャンプ」
に係るサイト上の表示について商標法違反及び不正競争防止法違反の容疑で捜査当局による捜査を受けまし
た。また、同社の前代表取締役が詐欺の共犯の疑いで捜査当局により捜査の対象とされ、不起訴処分となりま
した。
　当社は、商標法違反及び不正競争防止法違反の容疑の件について、事実の確認及び原因の究明のため、平成
29年12月12日に外部の弁護士を交えた社内調査委員会を設置し、同月25日に同委員会より調査報告書を受
領し、同月27日に公表いたしました。同委員会による調査報告をふまえ、当社は、同日、「チケットキャン
プ」事業の終了を決定いたしました（平成30年５月31日をもって同事業を終了しました。）。
　また、当社は、「チケットキャンプ」事業に関し、客観的かつ専門的な見地からの調査分析を実施するため、
平成30年１月24日に第三者委員会を設置し、平成30年２月７日に同委員会から調査報告書を受領し、同年２
月14日に公表いたしました。同委員会による調査報告においては、株式会社フンザの買収判断に関する調査
方法・意思決定プロセスに特段の問題はなかったとされ、買収後の当社による株式会社フンザの管理体制や同
社社内における管理体制そのものにも特段の問題があったとは認められないとされた一方で、当社による株式
会社フンザの管理体制の運用面において必ずしも十分な情報共有が図られていたとは言えない点があったこ
と、株式会社フンザの経営判断にレピュテーションリスクに対する配慮が不足していた面があることは否めな
い等の指摘を受けました。
　当社は、第三者委員会からのご指摘を厳粛に受け止め、平成30年５月10日開催の取締役会において、当社
グループの管理体制を見直し、前記「（業務の適正を確保するための体制）」記載のとおり、「内部統制システ
ムの構築に関する基本方針」の一部を改定いたしました。
当社は、今後、この新しい基本方針に基づく体制を速やかに構築し、適切に運用してまいります。
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連結株主資本等変動計算書
　

（平成29年４月１日から）平成30年３月31日まで
（単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成29年４月１日残高 9,698 10,941 139,914 △10,525 150,029
当期変動額
剰余金の配当 △12,230 △12,230
親会社株主に帰属する
当期純利益 41,788 41,788

自己株式の取得 △9,999 △9,999
自己株式の消却 △19,075 19,075 －
利益剰余金から資本剰
余金への振替 17,802 △17,802 －
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)
当期変動額合計 － △1,272 11,755 9,075 19,557
平成30年３月31日残高 9,698 9,668 151,669 △1,450 169,587
　

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計為替換算

調整勘定
その他の包括利益
累 計 額 合 計

平成29年４月１日残高 242 242 253 4 150,529
当期変動額
剰余金の配当 △12,230
親会社株主に帰属する
当期純利益 41,788

自己株式の取得 △9,999
自己株式の消却 －
利益剰余金から資本剰
余金への振替 －
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △29 △29 376 △0 346

当期変動額合計 △29 △29 376 △0 19,904
平成30年３月31日残高 212 212 630 4 170,434
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
　
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数及び名称
・連結子会社の数 17社
・主要な連結子会社の名称 株式会社ミクシィ・リクルートメント

株式会社Diverse
株式会社フンザ

　株式会社ラーテル他５社については新たに設立したため、当連結会計年度から連結の範囲に含めており
ます。
　また、前連結会計年度まで連結子会社であった株式会社コンフィアンザは、当連結会計年度において清
算が結了したため、連結の範囲から除外しております。

② 非連結子会社の名称等
株式会社イー・マーキュリー
（連結の範囲から除いた理由）
　株式会社イー・マーキュリーは小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範
囲から除外しております。
　

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した関連会社の数及び名称
　該当事項はありません。

　
② 持分法を適用しない非連結子会社の名称等
株式会社イー・マーキュリー
（持分法を適用しない理由）
　持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の適用範囲
から除外しております。

　
（3）連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちScrum Ventures Fund Ⅰ, L.P.及び株式会社Compath Meの決算日は12月末日、株
式会社フンザの決算日は２月末日であり、それぞれの決算日の財務諸表を使用しております。なお、連結決
算日との間に生じた連結上重要な取引に関しては必要な調整を行っております。
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（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
時価のないもの…………移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業組合等への出資持分については、直近の決算日の財務諸表を
基礎とし、持分相当額を純額で取込む方法を採用しております。

たな卸資産の評価基準及び評価方法
商 品………… 先入先出法による原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定)を採用しております。
原 材 料………… 先入先出法による原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定)を採用しております。
　

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有 形 固 定 資 産…………主に定率法を採用しております。
(リース資産を除く) ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並

びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採
用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物…………２～27年
工具、器具及び備品…………２～20年

ロ. 無 形 固 定 資 産…………定額法を採用しております。
(リース資産を除く) なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
自社利用のソフトウエア…………５年
の れ ん…………８年の均等償却により償却しております。

ハ. リ ー ス 資 産…………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

　
③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸 倒 引 当 金…………売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案して
回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞 与 引 当 金…………従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担す
べき額を計上しております。
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④ その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理…………税抜方式によっております。

　
２．会計上の見積りの変更
　 当連結会計年度において、本社移転に関する不動産賃貸借契約を締結いたしました。これにより、現オフ
ィスの不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務として計上していた資産除去債務の使用見込期間の変更及び
現オフィスの固定資産の耐用年数の見直しを行いました。当該見積りの変更により、当連結会計年度の営業
利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ202百万円減少しております。

３．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 1,746百万円

４．連結損益計算書に関する注記
（1）投資有価証券売却益
　 特別利益の投資有価証券売却益は、アイ・マーキュリーキャピタル株式会社が保有する投資有価証券の売
却に伴う利益であります。

（2）減損損失
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

事業 用途 場所 種類 金額（百万円）

メディアプラットフォーム事業 事業用資産 －
工具、器具及び備品
（株式会社フンザ） 0

無形固定資産
（株式会社フンザ） 131

　 主に事業の区分を基準に資産グルーピングを行っております。また、遊休資産及び処分予定資産について
は、当該資産ごとにグルーピングを行っております。

　 メディアプラットフォーム事業において、株式会社フンザが運営するチケットキャンプの業務を停止し、
サービス提供を終了する意思決定を行ったことに伴い、想定していた収益が見込めなくなったことから、減
損損失を認識しております。

　 なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、当該資産は将来キャッシュ・フローが見込め
ないため零としております。
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（3）のれん償却額
　 特別損失ののれん償却額は、「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針」（日本公認会計士協
会 最終改正平成26年11月28日 会計制度委員会報告第７号）第32項の規定に基づき、のれんを償却した
ものであります。
なお、これはメディアプラットフォーム事業において、株式会社フンザが運営するチケットキャンプの業
務を停止し、サービス提供を終了する意思決定を行ったことに伴い、のれんを全額償却したものであります。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 81,879,450株 －株 3,648,600株 78,230,850株

　（変動事由の概要）
自己株式の消却に伴う減少 3,648,600株

（2）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成29年５月10日
取 締 役 会 普通株式 7,238 91 平成29年３月31日 平成29年６月７日

平成29年11月８日
取 締 役 会 普通株式 4,992 64 平成29年９月30日 平成29年12月11日

　
② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成30年５月10日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 4,446 57 平成30年３月31日 平成30年６月６日

　
（3）当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

目的となる株式の種類 目的となる株式の数
第13回新株予約権（平成28年８月５日取締役会決議分) 普通株式 133,800株

第14回新株予約権（平成29年８月８日取締役会決議分) 普通株式 95,500株
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６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い短期の金融資産に限定し運用を行っております。連結

子会社における資金調達に関しては内部資金及び銀行等金融機関からの借入により行う方針であります。
　
② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
金融資産の主なものには、現金及び預金、売掛金、投資有価証券があります。預金については、主に普通
預金及び短期の定期預金であり、預入先の信用リスクに晒されておりますが、預入先は信用度の高い銀行で
あります。売掛金については、顧客の信用リスクに晒されておりますが、債権管理規程に従い債権管理担当
者が定期的に取引先ごとの期日及び残高の管理を行うとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把
握や軽減を図っております。投資有価証券については、主に事業上の関係を有する企業の株式及び投資事業
組合に対する出資金であり、信用リスクに晒されておりますが、定期的に発行体及び投資事業組合の財務状
況を把握しております。
金融負債の主なものには、未払金、未払法人税等、未払消費税等があります。未払金については、そのほ

とんどが１カ月以内の支払い期日であります。また、資金調達ができなくなる流動性リスクについては、当
社の手元資金は潤沢であり流動性は確保できております。連結子会社においては、担当部署が適時に資金繰
り計画を作成・更新し、流動性リスクを管理しております。

　
（2）金融商品の時価等に関する事項

平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（(注２)参
照）。

(単位：百万円)
連結貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

① 現金及び預金 156,190 156,190 －
② 売掛金 11,732
　 貸倒引当金 △16

11,716 11,716 －
③ 未払金 (7,068) (7,068) －
④ 未払法人税等 (9,909) (9,909) －
⑤ 未払消費税等 (95) (95) －

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
　
（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

① 現金及び預金、② 売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
③ 未払金、④ 未払法人税等、⑤ 未払消費税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

２．非上場株式等（連結貸借対照表計上額906百万円）及び投資事業組合への出資（連結貸借対照表計上額2,444百万円）につ
いては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難
と認められるため、上記の表には含めておりません。
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７．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 2,176円88銭
(2) １株当たり当期純利益 533円48銭
　
８．重要な後発事象に関する注記
（自己株式の取得）
当社は、平成30年５月10日開催の取締役会において、会社法第459条第１項第１号の規定による定款の定
めに基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由
　資本効率の向上及び株主価値の最大化の追求のため。
２．取得に係る事項の内容
　（１）取得する株式の種類 当社普通株式
　（２）取得する株式の総数 3,200,000株（上限）
　 （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合4.10％）
　（３）株式の取得対価 金銭
　（４）株式の取得価額の総額 10,000百万円（上限）
　（５）取得期間 平成30年５月15日から平成30年９月末日
　（６）買付方法 ①東京証券取引所における自己株式立会外買付取引
　 （ToSTNeT-3）による買付け
　 ②東京証券取引所における市場買付け
　 （取引一任契約に基づく市場買付け）
３．自己株式の取得の状況（平成30年５月15日（約定ベース））
　（１）取得した株式の総数 1,338,000株
　（２）株式の取得価額の総額 4,997百万円
　（３）買付方法 自己株式取得に係る取引一任契約に基づく市場買付け
　 但し、平成30年５月15日については、東京証券取引所の自己株式
　 立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付け（注）

（注）当社の筆頭株主である当社取締役会長笠原健治（平成30年４月27日の所有株式数36,358,000
株、当社発行済株式総数（自己株式を除く）に対する所有割合46.61％）は、当社の自己株式立会外買
付取引（ToSTNeT-3）による買付けに対して売付け注文を行い、当社は普通株式1,206,100株を
4,504百万円で取得いたしました。
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株主資本等変動計算書
　

（平成29年４月１日から）平成30年３月31日まで
（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利
益剰余金 利益剰余

金合計繰越利益
剰余金

平成29年４月１日残高 9,698 9,668 1,272 10,941 140,575 140,575 △10,525 150,690
当期変動額
剰余金の配当 △12,230 △12,230 △12,230
当期純利益 41,363 41,363 41,363
自己株式の取得 △9,999 △9,999
自己株式の消却 △19,075 △19,075 19,075 －
利益剰余金から資
本剰余金への振替 17,802 17,802 △17,802 △17,802 －
株主資本以外の項目の当期変動額(純額)
当期変動額合計 － － △1,272 △1,272 11,330 11,330 9,075 19,133
平成30年３月31日残高 9,698 9,668 － 9,668 151,906 151,906 △1,450 169,823
　

新株
予約権

純資産
合計

平成29年４月１日残高 253 150,944
当期変動額
剰余金の配当 △12,230
当期純利益 41,363
自己株式の取得 △9,999
自己株式の消却 －
利益剰余金から資
本剰余金への振替 －

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 376 376
当期変動額合計 376 19,509
平成30年３月31日残高 630 170,454
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
　
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
① 関係会社株式及び関係会社出資金 …………移動平均法による原価法を採用しております。
② その他有価証券
時価のないもの…………移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業組合等への出資持分については、直近の決算日の財務諸表を
基礎とし、持分相当額を純額で取込む方法を採用しております。

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品 …………先入先出法による原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しております。

原 材 料 …………先入先出法による原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しております。
　
（3）固定資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く) …………定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用し
ております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物…………２～27年

工具、器具及び備品…………２～20年

② 無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く) …………定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）
に基づいております。

③ リ ー ス 資 産…………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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（4）引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金…………売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案して
回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金…………従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上
しております。

（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理…………税抜方式によっております。

　
２．会計上の見積りの変更

当事業年度において、本社移転に関する不動産賃貸借契約を締結いたしました。これにより、現オフィスの
不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務として計上していた資産除去債務の使用見込期間の変更及び現オフィ
スの固定資産の耐用年数の見直しを行いました。当該見積りの変更により、当事業年度の営業利益、経常利益
及び税引前当期純利益がそれぞれ202百万円減少しております。
　
３．表示方法の変更に関する注記
　（貸借対照表）

前事業年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めておりました「敷金及び保証金」（前事業年
度1,033百万円）については、重要性が高まったため、当事業年度においては区分掲記しております。
　

４．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,745百万円
(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　短期金銭債権 916百万円
　長期金銭債権 7,934百万円
　短期金銭債務 9百万円

　
５．損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高

営業取引による取引高
　営業収益 200百万円
　営業費用 114百万円
営業取引以外の取引による取引高 47百万円

　
（2）関係会社清算益

株式会社コンフィアンザの清算結了に伴い発生したものであります。
　

― 16 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月23日 15時01分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



（3）関係会社株式評価損
株式会社フンザが運営するチケットキャンプの業務を停止し、サービス提供を終了する意思決定を行ったこ

とに伴い発生したものであります。
　

（4）貸倒引当金戻入益
債務超過額が減少した株式会社ノハナに対する投融資に関するものであります。

（5）貸倒引当金繰入額
財政状態が悪化したアイ・マーキュリーキャピタル株式会社に対する投融資に関するものであります。

６．株主資本等変動計算書に関する注記
　 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 229,300株
　
７．税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
建物 47百万円
ソフトウエア 9,492百万円
一括償却資産 35百万円
投資有価証券 267百万円
関係会社株式 2,631百万円
貸倒引当金 177百万円
未払事業税 471百万円
賞与引当金 273百万円
資産除去債務 50百万円
新株予約権 193百万円
前受金 112百万円
その他 69百万円
繰延税金資産小計 13,822百万円
評価性引当額 △3,386百万円
繰延税金資産合計 10,436百万円
繰延税金負債
繰延税金負債合計 －百万円
繰延税金資産の純額 10,436百万円
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８．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種類 会社等
の名称 所在地

資本金
又は
出資金

事業の
内容

議 決 権 等
の所有

( 被 所 有 )
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取 引 金 額
( 百 万 円 ) 科目 期 末 残 高

( 百 万 円 )

子会社 株式会社ラーテル 東京都
渋谷区 225百万円

コミュニケ
ーション事
業

（所有）
直接
100.0％

役員の兼任
資金の貸付

資金の貸付
(注) 5,600 長期

貸付金 5,600

利息の受取
(注) 24 その他固定資産 24

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 株式会社ラーテルに対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け入

れておりません。

９．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 2,177円19銭
(2) １株当たり当期純利益 528円06銭
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10．重要な後発事象に関する注記
（自己株式の取得）
当社は、平成30年５月10日開催の取締役会において、会社法第459条第１項第１号の規定による定款の定
めに基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由
　資本効率の向上及び株主価値の最大化の追求のため。
２．取得に係る事項の内容
　（１）取得する株式の種類 当社普通株式
　（２）取得する株式の総数 3,200,000株（上限）
　 （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合4.10％）
　（３）株式の取得対価 金銭
　（４）株式の取得価額の総額 10,000百万円（上限）
　（５）取得期間 平成30年５月15日から平成30年９月末日
　（６）買付方法 ①東京証券取引所における自己株式立会外買付取引
　 （ToSTNeT-3）による買付け
　 ②東京証券取引所における市場買付け
　 （取引一任契約に基づく市場買付け）
３．自己株式の取得の状況（平成30年５月15日（約定ベース））
　（１）取得した株式の総数 1,338,000株
　（２）株式の取得価額の総額 4,997百万円
　（３）買付方法 自己株式取得に係る取引一任契約に基づく市場買付け
　 但し、平成30年５月15日については、東京証券取引所の自己株式
　 立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付け（注）

（注）当社の筆頭株主である当社取締役会長笠原健治（平成30年４月27日の所有株式数36,358,000
株、当社発行済株式総数（自己株式を除く）に対する所有割合46.61％）は、当社の自己株式立会外買
付取引（ToSTNeT-3）による買付けに対して売付け注文を行い、当社は普通株式1,206,100株を
4,504百万円で取得いたしました。
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